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愛知県地域防災計画の修正(案)要旨 

 

■地域防災計画修正の根拠 

都道府県地域防災計画は、災害予防、災害応急対策、及び災害復旧等に関

する事項別の計画について定めた総合的な計画であり、毎年検討を加え、必

要があると認めるときは、修正しなければならないとされている（災害対策

基本法第 40条）。 

また、地域防災計画の作成、修正は都道府県防災会議の所掌事務とされて

いる（災害対策基本法第 14条）。 

 

■主な修正事項 

１ 原子力災害対策計画の策定 ｐ1 

２ 愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査の検討状況の

参考追記 

ｐ2 

３ 災害対策基本法の改正に伴う修正 ｐ2 

４ 指定地方公共機関に公益社団法人愛知県看護協会を追加したことに伴

う修正等 

ｐ7 

５ 帰宅困難者対策の見直しに伴う修正 ｐ8 

６ 津波予防対策の充実に伴う修正 ｐ11 

７ 愛知県災害医療調整本部等の設置に伴う修正 ｐ12 

 

１ 原子力災害対策計画の策定                      

本県は、県内に原子力発電所又は原子炉施設等は立地しておらず、県境か

ら最も近い中部電力株式会社浜岡原子力発電所（静岡県御前崎市）まで約 

５５ｋｍの位置関係にある。 

しかしながら、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を起因とす

る東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の拡散が

広範囲に影響を及ぼした状況を踏まえ、従来から地域防災計画に記載のあっ

た放射性同位元素取扱事業所における事故対策や核燃料物質の輸送中の事故

対策に、新たに県外の原子力発電所等の異常時対策を追加することとした。 

また、これにより、従来の「風水害・原子力等災害対策計画」から原子力

災害に係る部分を分割し、新たに「原子力災害対策計画」を策定し、「風水

害・原子力等災害対策計画」の名称を「風水害等災害対策計画」に修正する。 

 

 【原子力災害対策計画】 

・資料４のとおり 

【主な修正箇所】 

・風水害・原子力等編第 2編第 3章第 5節「放射性物質及び原子力災害予

防対策」について、第 5節のすべてを削除（※1） 

・風水害・原子力等編第 3 編第 19 章「放射性物質及び原子力災害応急対

策」について、第 19章のすべてを削除（※2） 

 

資料１ 
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 【新旧対照表】 

   風水害・原子力編ｐ9、31など 

（※1）風水害・原子力等編第 2編第 3章第 5節「放射性物質及び原子力災害予防対策」 

 現行（平成 24年 6月修正） 改   正   案 

(第５節すべて削除) 第５節 放射性物質及び原子力災害予防対策 

 (略) 

  

（※2）風水害・原子力等編第 3編第 19章「放射性物質及び原子力災害応急対策」 

 現行（平成 24年 6月修正） 改   正   案 

第 19 章 放射性物質及び原子力災害応急対策 (第 19章すべて削除) 

(略) 

 

 

２ 愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査の検討状況の参考

追記 

愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査について、国の震

度分布、液状化危険度及び浸水想定域を用いて、本県の基礎データを加味し

算出した建物被害及び人的被害の本県全体の値を、参考資料として追加する。 

 

【修正箇所】 

＜地震編のみ＞ 

・第 1編第 3章「被害想定」において修正 

【新旧対照表】 

地震編ｐ1 

地震編第 1編第 3章「被害想定」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

（追加） 

 

第 3節 

（資料１別紙のとおり追加する。） 

 

 

３ 災害対策基本法の改正に伴う修正 

平成２４年６月に、東日本大震災から得られた教訓を生かし、いつ起こる

かわからない災害に備えるため、大規模広域な災害時における対応の円滑化、

迅速化等緊急に措置を要するものについて、災害対策基本法が改正されたこ

とに伴い、必要な修正を行う。 

 

【主な修正箇所】 

＜地震編＞※風水害・原子力等編にも同様の記載あり 

・第 1編第 1章第 2節「計画の性格及び基本方針（※1）」 

・第 2編第 10章第 2節「広域応援体制の整備（※2）」 

・第 2編第 11章第 1節「防災訓練の実施（※3）」 

・第 2編第 11章第 2節「防災のための意識啓発・広報（※4）」 
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・第 2編第 11章第 3節「防災のための教育（※5）」 

・第 3編第 3章第 2節「被害状況等の収集・伝達（※6）」 

・第 3編第 4章第 1節「応援協力（※7）」 

・第 3編第 8章第 4節「緊急輸送手段の確保（※8）」 

・第 3編第 10章第 1節「避難の勧告・指示（※9）」 

【新旧対照表】 

地震編ｐ1、10、11、12、14、15、20、21、22など 

風水害・原子力等編ｐ1、12、13、16、17、22、23、24など 

（※1）地震編第 1 編第 1章第 2節「計画の性格及び基本方針」 

    風水害・原子力等編第 1編第 1章 2節「計画の性格及び基本方針」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

(追加) (2) この計画を効果的に推進するため、県及

び市町村は、防災に関する政策、方針決定

過程をはじめとする様々な場面における女

性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、

男女共同参画その他多様な視点を取り入れ

た防災体制を確立するよう努めるものとす

る。 

 

（※2）地震編第 2 編第 10章第 2節「広域応援体制の整備」 

風水害・原子力等編第 2編第 10 章第 2 節「広域応援体制の整備」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

１ 県(防災局)及び市町村における措置 １ 県(防災局)及び市町村における措置 

(4) 防災活動拠点の確保 (4) 防災活動拠点の確保及び受援体制の整備 

県及び市町村は、大規模な災害が発生し

県内外

県及び市町村は、大規模な災害が発生し

からの広域的な応援を受ける場合

に、自衛隊・警察・消防を始めとする応援

隊等の人員・資機材・物資の集結・集積に

必要となる活動拠点について、関係機関と

調整の上、確保に努めるものとする。 

国等からの広域的な応援を受ける場合に、

自衛隊・警察・消防を始めとする応援隊等

の人員・資機材・物資の集結・集積に必要

となる活動拠点及び受援体制について、関

係機関と調整の上、確保、整備に努めるも

のとする。 

 

（※3）地震編第 2 編第 11章第 1節「防災訓練の実施」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

１ 県（防災局、各部局）及び市町村等にお

ける措置 

１ 県（防災局、各部局）及び市町村等にお

ける措置 

(1) 総合防災訓練 (1) 総合防災訓練 

県は、国や市町村等防災関係機関とでき

る限り多くの民間企業、ボランティア団体

及び災害時要援護者を含めた住民等の協力

のもとに大規模な地震災害に備えて総合防

災訓練を実施する。 

県は、国や市町村等防災関係機関とでき

る限り多くの民間企業、ボランティア団体

及び災害時要援護者を含めた住民等の協

力、連携のもとに大規模な地震災害に備え

て総合防災訓練を実施する。 
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(略) (略) 

  ウ 地震発生から津波来襲までの円滑な津

波避難のための災害応急対策や津波警報

の伝達など、東南海・南海地震

ウ 地震発生から津波来襲までの円滑な津

波避難のための災害応急対策や津波警報

の伝達など、を想定し

た訓練を実施する。 

南海トラフ巨大地震等の大

規模地震を想定した訓練を実施する。 

 エ 災害応援に関する協定に基づき、他県

等との訓練の相互参加に努める。 

なお、市町村、各防災関係機関等がそ

れぞれに行う訓練についても、上記に準

じた内容により行うものとする。 

 エ 災害応援に関する協定に基づき、他県

等との訓練の相互参加及び共同訓練の実

施

なお、市町村、各防災関係機関等がそれ

ぞれに行う訓練についても、上記に準じた

内容により

に努める。 

関係機関相互に連携して行うも

のとする。 

風水害・原子力等編第 2編第 11 章第 1 節「防災訓練の実施」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

１ 県（防災局、各部局）及び市町村等にお

ける措置 

１ 県（防災局、各部局）及び市町村等にお

ける措置 

県は、国や市町村等防災関係機関とでき

る限り多くの民間企業、ボランティア団体

及び災害時要援護者を含めた住民等の協力

のもとに大規模災害に備えて防災訓練を実

施する。 

(略) 

県は、国や市町村等防災関係機関とでき

る限り多くの民間企業、ボランティア団体

及び災害時要援護者を含めた住民等の協

力、連携

(略) 

のもとに大規模災害に備えて防災

訓練を実施する。 

(2) 総合訓練 (2) 総合訓練 

上記各種の基礎訓練を有機的に組合せ、

防災関係機関が合同して、同一想定に基づ

き総合的な訓練を実施する。 

上記各種の基礎訓練を有機的に組合せ、

防災関係機関が合同又は連携して、同一想

定に基づき総合的な訓練を実施する。 

ウ 実施の方法 ウ 実施の方法 

   県、市町村、指定地方行政機関、自衛

隊、指定公共機関、指定地方公共機関等

の防災関係機関及び地元住民・事業所等

が一体となって、同一想定に基づき予想

される事態に即応した実践的な内容の災

害応急対策活動を実施する。 

また、災害応援に関する協定に基づ

き、他県等との訓練の相互参加に努め

る。 

   県、市町村、指定地方行政機関、自衛

隊、指定公共機関、指定地方公共機関等

の防災関係機関及び地元住民・事業所等

が一体となって、又は連携して、

また、災害応援に関する協定に基づ

き、他県等との訓練の相互参加

同一想

定に基づき予想される事態に即応した実

践的な内容の災害応急対策活動を実施す

る。 

及び共同

訓練の実施に努める。 

 

（※4）地震編第 2 編第 11章第 2節「防災のための意識啓発・広報」 

風水害・原子力等編第 2編第 11 章第 2 節「防災のための意識啓発・広報」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

(追加) (6) 過去の災害教訓の伝承 
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県及び市町村は、県民が過去の災害から

得られた教訓を伝承するよう、その重要性

について啓発を行う。 

また、教訓を後世に伝えていくため、災

害に関する調査結果や各種資料を広く収

集・整理し、適切に保存するとともに、県

民が閲覧できるよう公開に努めるものとす

る。 

 

（※5）地震編第 2 編第 11章第 3節「防災のための教育」 

風水害・原子力等編第 2編第 11 章第 3 節「防災のための教育」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

(追加) ４ 防災関係機関における措置 

   防災関係機関は、それぞれ又は他と共同

して、その所掌事務又は業務について、防

災教育の実施に努める。 

 

（※6）地震編第 3 編第 3章第 2節「被害状況等の収集・伝達」 

風水害・原子力等編第 3編第 3章第 2節「被害状況等の収集・伝達」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

９ 被害状況の照会 ９ 被害状況の照会・共有 

（2）全県的な被害状況については、県防災情

報システムを有効に活用して把握するとと

もに、愛知県災害対策本部災害情報セン

ター（河川、海岸、貯水池、ため池、砂防

被害、港湾・漁港施設被害、道路被害、水

道施設被害については、関係課）へ照会す

る。 

（2）全県的な被害状況については、県防災情

報システムを有効に活用して把握・共有す

るとともに、愛知県災害対策本部災害情報

センター（河川、海岸、貯水池、ため池、

砂防被害、港湾・漁港施設被害、道路被

害、水道施設被害については、関係課）へ

照会する。 

 

（※7）地震編第 3 編第 4章第 1節「応援協力」 

風水害・原子力等編第 3編第 4章第 1節「応援協力」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

１ 県(防災局)における措置 １ 県(防災局)における措置 

(追加) (4) 国(内閣総理大臣)に対する応援要請（災

害対策基本法第 74 条の 2） 

県は、大規模災害が発生した場合で、

「災害時等の応援に関する協定（中部９ 

県１ 市）」及び「全国都道府県における災

害時等の広域応援に関する協定」では避

難、救助等の対策が十分実施できない等、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣

に対し応援を要請する。 
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(4) 市町村に対する応援 (5) 市町村に対する応援 

  イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の

的確かつ円滑な実施を確保するため、特

に必要があると認めるときは、他の市町

村長に対して、当該市町村の災害応急対

策の実施状況を勘案しながら、市町村相

互間の応援について必要な指示又は調整

を行う。 

  イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の

的確かつ円滑な実施を確保するため、特

に必要があると認めるときは、市町村長

に対し、災害応急対策の実施を求め、又

は他の市町村長に対して、当該市町村の

災害応急対策の実施状況を勘案しなが

ら、市町村相互間の応援について必要な

指示又は調整を行う。 

 

（※8）地震編第 3 編第 8章第 4節「緊急輸送手段の確保」 

風水害・原子力等編第 3編第 7章第 4節「緊急輸送手段の確保」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

(4) 知事は、輸送車両等が不足して災害応急

対策の実施に支障があると認める場合は、

中部運輸局長と協議して、災害対策基本法

及び災害救助法の規定に基づく従事命令等

を発し

(4) 知事は、輸送車両等が不足して災害応急

対策の実施に支障があると認める場合は、

中部運輸局長と協議して、災害対策基本法

や災害救助法の規定に基づき、緊急輸送に

必要な車両等を確保する。 、緊急輸送に必要な車両等を確保す

る。 また、関係機関に対して、災害応急対策

必要物資の運送を要請する。 

 

（※9）地震編第 3 編第 10章第 1節「避難の勧告・指示」 

風水害・原子力等編第 3編第 9章第 1節「避難の勧告・指示」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

１ 市町村における措置 １ 市町村における措置 

(追加)  (4) 広域一時滞在に係る協議 

    災害が発生し、被災した住民の、当該市

町村の区域又は県域を越えての避難が必要

となる場合は、その受入れについて、避難

先市町村と協議し、又は避難先都道府県と

の協議を県に要求する。 

３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）に

おける措置 

３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）に

おける措置 

(追加) (7) 広域一時滞在に係る協議等 

    

     

県は、県域を越える避難について、避難

先である都道府県と協議を行う。 

また、県は災害により市町村がその全部

又は大部分の事務を行うことができなく

なった場合であって、避難の必要があると

認める場合には、市町村に代わって協議を

行う。 
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４ 指定地方公共機関に公益社団法人愛知県看護協会を追加したことに伴う修

正等 

平成２５年１月１５日付けで、新たに公益社団法人愛知県看護協会を指定

地方公共機関に指定したことに伴い、愛知県看護協会の業務を追加する。 

 また、指定地方行政機関の中部地方環境事務所及び近畿中部防衛局東海防

衛支局についても、新たに業務を追加する。 

 

【主な修正箇所】 

＜地震編＞※風水害・原子力等編にも同様の記載あり 

・第 1編第 4章第 2節「処理すべき事務又は業務の大綱」 

【新旧対照表】 

地震編ｐ2、4など 

風水害・原子力等編ｐ2～5など 

地震編第 1編第 4章第 2節「処理すべき事務又は業務の大綱」 

風水害・原子力等編第 1編第 2章第 2節「処理すべき事務又は業務の大綱」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

3 指定地方行政機関 3 指定地方行政機関 

機関名 内 容 

(追加) 

 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(追加) 

 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

機関名 内 容 

中部地方環境事

務所 

(1）有害物質等の発

生等による汚染状

況の情報収集及び

提供を行う。 

(2) 廃棄物処理施設

等の被害状況、が

れき等の廃棄物の

発生量の情報収集

を行う。 

近畿中部防衛局

東海防衛支局 

(1）所管財産の使用

に関する連絡調整

を行う。 

(2) 災害時における

防衛省本省及び自

衛隊等との連絡調

整を行う。 

(3) 在日米軍が災害

対策措置を行う場

合の連絡調整の支

援を行う。 
 

6 指定地方公共機関 6 指定地方公共機関 

機関名 内 容 

(追加) (追加) 

 
 

機関名 内 容 

公益社団法人 

愛知県看護協会 

看護活動に協力する。 
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５ 帰宅困難者対策の見直しに伴う修正 

大規模災害時に鉄道等の公共交通機関が運行を停止し、復旧の見通しがな

い中、多くの人が一斉に帰宅しようとして駅や街路等に集中すると、火災や

建物倒壊等の危険に対し速やかな避難行動がとりにくくなることに加え、優

先して実施しなければならない救助活動に支障が生じる可能性があることか

ら、「むやみに移動を開始しない」ことを基本原則として対策を見直すこと

に伴い、必要な修正を行う。 

 

【修正箇所】 

＜地震編＞※風水害・原子力等編にも同様の記載あり 

・第 2編第 7章「避難者・災害時要援護者対策（※1）」において修正 

・第 3編第 10章「避難者・帰宅困難者対策（※2）」において修正 

【新旧対照表】 

地震編ｐ6～8、20～23 

風水害・原子力等編ｐ10、11、22～25 

（※1）地震編第 2 編第 7章「避難者・災害時要援護者対策」 

風水害・原子力等編第 2編第 9章「避難者・災害時要援護者対策」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

■ 基本方針 ■ 基本方針 

(追加) ○  県及び市町村は、大規模災害発生時の一

斉帰宅を抑制するため、「むやみに移動を開

始しない」という基本原則を積極的に広報

することが必要である。また、事業所等に

対して従業員等を職場等に滞在させること

ができるよう、必要な物資の備蓄等を促す

ものとする。 

(追加) 第７節  帰宅困難者支援体制の整備 

 県(防災局)及び市町村における措置 

 (1)  公共交通機関が運行を停止した場合、

ターミナル駅周辺等において、自力で帰

宅することが困難な帰宅困難者が大量に

発生する可能性が高いことから、県及び

市町村は、「むやみに移動を開始しない」

という帰宅困難者対策に対する基本原則

や安否確認手段について、平常時から積

極的に広報するものとする。また、企業

等に対して、従業員等を一定期間事業所

等内に留めておくことができるよう、必

要な物資の備蓄等を促すなど、帰宅困難

者対策を行うものとする。 

 (2)  県、当該市及び関係事業者等は、都市

再生緊急整備地域において、人口・機能
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が集積したターミナル駅周辺等における

滞在者等の安全の確保を図るため、退避

経路、退避施設、備蓄倉庫等の都市再生

安全確保施設の整備、退避施設への誘

導、災害情報等の提供、備蓄物資の提

供、避難訓練の実施等を定めた都市再生

安全確保計画を作成し、官民連携による

都市の安全確保対策を進めるものとす

る。 

 

（※2）地震編第 3 編第 10章「避難者・帰宅困難者対策」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

第４節 帰宅困難者対策 第４節 帰宅困難者対策 

１ 県(防災局)及び市町村における措置 １ 県(防災局)及び市町村における措置 

(追加) (1) 県及び市町村は、公共交通機関が運行を

停止し、自力で帰宅することが困難な帰宅

困難者が大量に発生する場合には、「むや

みに移動を開始しない」旨の広報等によ

り、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要

に応じて、滞在場所の確保等の支援を行う

ものとする。 

（1）県及び市町村は、企業、放送事業者、防

災関係機関等との情報収集により、徒歩

帰宅困難

（2）県及び市町村は、企業、放送事業者、防

災関係機関等との

者に対して支援ルートやコンビ

ニエンスストアなどの支援ステーション

の情報提供に努める。 

連携により、徒歩帰宅

者に対して支援ルートやコンビニエンス

ストアなどの支援ステーションの情報提

供に努める。 

（2）県及び市町村は、各種の手段により、徒

歩帰宅に必要な装備等、家族との連絡手

段の確保、徒歩帰宅経路の確認、事業所

の責務等、必要な啓発

（3）県及び市町村は、各種の手段により、徒

歩帰宅に必要な装備等、家族との連絡手

段の確保、徒歩帰宅経路の確認、事業所

の責務等、必要なに努める。 広報に努める。 

 (3)  (略)  (4)  (略) 

２  事業所等における措置 ２  事業所等における措置 

事業所や学校などの組織があるところ

は、発災時には組織の責任において、安否

確認や交通情報等の収集を行い、災害の状

況を十分に見極めた上で、従業員、学生、

顧客等の扱いを検討し、帰宅する者の安全

確保の観点に留意して、順次帰宅させる

事業所や学校などの組織があるところ

は、発災時には組織の責任において、安否

確認や交通情報等の収集を行い、災害の状

況を十分に見極めた上で、従業員、学生、

顧客等

も

のとする。 

への対応を検討し、帰宅する者の安

全確保の観点に留意して、対策をとるもの

とする。 

３ 支援体制の構築 ３ 支援体制の構築 

  帰宅困難者に対する対応は、安否確認の

支援、被害情報の伝達、避難

帰宅困難者に対する対応は、安否確認の

支援、被害情報の伝達、場所の提供、 滞在場所の提供、
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帰宅のための支援等、多岐にわたるもので

ある。 

  (略) 

帰宅のための支援等、多岐にわたるもので

ある。 

  (略) 

 

風水害・原子力等編第 3編第 9章「避難者対策」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

(追加) 第４節 帰宅困難者対策 

 １ 県(防災局)及び市町村における措置 

 (1) 県及び市町村は、公共交通機関が運行を

停止し、自力で帰宅することが困難な帰宅

困難者が大量に発生する場合には、「むや

みに移動を開始しない」旨の広報等によ

り、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必要

に応じて、滞在場所の確保等の支援を行う

ものとする。 

  (2) 県及び市町村は、企業、放送事業者、防

災関係機関等との連携により、徒歩帰宅者

に対して支援ルートやコンビニエンススト

アなどの支援ステーションの情報提供に努

める。 

  (3) 県及び市町村は、各種の手段により、徒

歩帰宅に必要な装備等、家族との連絡手段

の確保、徒歩帰宅経路の確認、事業所の責

務等、必要な広報に努める。 

  (4) 市町村は、帰宅途中で救援が必要になっ

た人、避難所への収容が必要になった人へ

の救助対策、避難所対策を図る。 

 ２ 事業所等における措置 

 事業所や学校などの組織があるところ

は、発災時には組織の責任において、安否

確認や交通情報等の収集を行い、災害の状

況を十分に見極めた上で、従業員、学生、

顧客等への対応を検討し、帰宅する者の安

全確保の観点に留意して、対策をとるもの

とする。 

 ３ 支援体制の構築 

 帰宅困難者に対する対応は、安否確認の支

援、被害情報の伝達、滞在場所の提供、帰宅

のための支援等、多岐にわたるものである。 

また、帰宅困難者対策は、行政のエリアを

超えかつ多岐にわたる分野に課題が及ぶこと

から、これに関連する行政、事業所、学校、
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防災関係機関が相互に連携・協力する仕組み

づくりを進め、発災時における交通情報の提

供、水や食料の提供、従業員や児童生徒等の

保護などについて、支援体制の構築を図って

いくものとする。 

 ◆ 附属資料第 6「愛知県基幹的徒歩帰宅支援

ルートマップ」 

◆ 附属資料第 15「愛知県帰宅困難者等支援対

策実施要領」 

◆ 附属資料第 15「災害時における徒歩帰宅者

支援に関する確認書（県対日本郵政公社東海

支社）」 

◆ 附属資料第 15「災害時における徒歩帰宅者

支援に関する協定書（県対コンビニ等）」 

 

 

６ 津波予防対策の充実に伴う修正 

津波による被害の軽減のため、津波予防対策を充実させるために必要な修

正を行う。 

 

【修正箇所】 

＜地震編のみ＞ 

・第 2編第 9章「津波予防対策」において修正 

【新旧対照表】 

地震編ｐ8～10 

地震編第 2編第 9章「津波予防対策」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

第２節 津波防災体制の充実 

１ 県（防災局、関係部局）及び関係市町村

における措置 

第２節 津波防災体制の充実 

１ 県（防災局、関係部局）及び関係市町村

における措置 

 (1) 県及び関係市町村は、想定される津波等

に対して、あらかじめ計画を策定する。 

 (1) 県及び関係市町村は、想定される津波等

に対して、あらかじめ計画等を策定す

る。 

   また、県は、津波等からの一時避難方法

及び市町村の区域を越えた広域避難を想

定し、津波避難のあり方として、市町村

が津波避難計画を策定する際の指針を作

成する。 

(4）消防職団員、水防団員、警察官、市町村

職員など防災対応や避難誘導にあたる者の

危険を回避するため、津波到達時間内での

防災対応や避難誘導に係る行動ルールを定

(4）消防職団員、水防団員、警察官、市町村

職員など防災対応や避難誘導・支援にあた

る者の危険を回避するため、津波到達時間

内での防災対応や避難誘導・支援に係る行
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めるものとする。 動ルール、退避の判断基準を定め、住民等

に周知するものとする。 

２ 関係市町村における措置 ２ 関係市町村における措置 

(4）津波の避難計画の策定にあたっては、既

往の最大津波、県が作成した東海地震、東

南海地震

(4）津波の避難計画の策定にあたっては、

による「津波浸水予測図」や、

「市町村津波避難計画策定の手引き」等を

基礎資料とする。 

最

大クラスの津波及び比較的発生頻度が高

く、津波高は低いものの大きな被害をもた

らす津波による「津波浸水予測図」や、

「市町村津波避難計画策定の手引き」等を

基礎資料とする。 

(5）津波発生時の避難については、徒歩によ

ることを原則とするが、各地域において、

津波到達時間、避難場所までの距離、災害

時要援護者の存在、避難路の状況等を踏ま

えて、やむを得ず自動車により避難せざる

を得ない場合は、避難者が自動車で安全か

つ確実に避難できる方策をあらかじめ検討

するものとする。なお、検討にあたって

は、県警察と十分調整を図るものとする。 

(5）津波発生時の避難については、徒歩によ

ることを原則とするが、各地域において、

津波到達時間、避難場所までの距離、災害

時要援護者の存在、避難路の状況等を踏ま

えて、やむを得ず自動車により避難せざる

を得ない場合は、避難者が自動車で安全か

つ確実に避難できる方策をあらかじめ検討

するものとする。なお、検討にあたって

は、県警察と十分調整しつつ、自動車避難

に伴う危険性の軽減方策とともに、自動車

による避難には限界量があることを認識

し、限界量以下に抑制するよう各地域で合

意形成を図るものとする。 

３ 不特定かつ多数の者が出入りする施設の

管理者における措置 

３ 不特定かつ多数の者が出入りする施設の

管理者における措置 

興行場、駅、その他の不特定多数の者の

利用が予定されている施設の管理者は、津

波避難計画の策定及び訓練の実施に努める

ものとする。なお、この際、必要に応じ、

多数の避難者の集中や混乱にも配慮した計

画、訓練とするよう努めるものとする。 

興行場、駅、その他の不特定多数の者の

利用が予定されている施設の管理者は、そ

の管理する施設について、津波に対する安

全性の確保に特に配慮し、また、津波避難

計画の策定及び訓練の実施に努めるものと

する。なお、この際、必要に応じ、多数の

避難者の集中や混乱にも配慮した計画、訓

練とするよう努めるものとする。 

 

 

７ 愛知県災害医療調整本部等の設置に伴う修正 

愛知県災害対策本部の下に、愛知県災害医療コーディネーターや県内の医

療関係者が連携して、県内の医療及び公衆衛生活動に関する調整や他県等か

らの支援の調整を行う災害医療調整本部等を新たに設置することとしたこと

に伴い、必要な修正を行う。 

 

【修正箇所】 

＜地震編＞※風水害・原子力等編にも同様の記載あり 
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・第 3編第 7章「医療救護・防疫・保健衛生対策」において修正 

【新旧対照表】 

地震編ｐ17～19 

風水害・原子力等編ｐ19～21 

地震編第 3編第 7章「医療救護・防疫・保健衛生対策」 

風水害・原子力等編第 3編第 6章「医療救護・防疫・保健衛生対策」 

現行（平成 24年 6 月修正） 改   正   案 

第 1節 医療救護 

１ 県(健康福祉部)における措置 

第 1節 医療救護 

１ 県(健康福祉部)における措置 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(4）(略) 

(5) 保健所長は、管轄地内の医療情報の収集

に努め、これらの情報を市町村に提供

(6)～(9）(略) 

す

る。 

(2)～(5）(略) 

(1) 県は、県全域の医療及び公衆衛生活動に

関する調整や、他都道府県からの支援の調

整を行う災害医療調整本部を設置するとと

もに、２次医療圏ごとの医療に関する調整

を行う地域災害医療対策会議を設置し、災

害医療コーディネーターや関係機関ととも

に医療及び公衆衛生活動に関する調整を行

う。 

(6) 保健所長は、管轄地内の医療情報の収集

に努め、これらの情報を市町村、関係機関

と共有

(7)～(

する。 

10）(略) 

 

 


